選挙管理委員会事務局

平成１６年４月７日
衆議院議員選挙に関する世論調査結果（要約）

「衆議院議員選挙に関する世論調査」の結果がまとまりました。

本調査は、衆議院議員選挙（平成１５年１１月９日執行）において、都内の有権者が示した投票行動、候補者の選定、選挙運動や啓発媒体との接触状況等に対する意識や関心を把握し、今後の選挙事務の管理執行や選挙啓発に役立てることを目的として実施しました。

なお、今回はいわゆるマニフェスト（選挙運動用パンフレット等）の活用状況についても、新たに調査項目として加えています。
	概要については、本文９ページから１４ページに掲載しています。


◎　いわゆるマニフェスト（選挙運動用パンフレット等）の認知度等
約３割が見て、その内約７割が参考とした　（問17・問17-2　91から99ページ参照）
・「見た」人の合計は29.2%と約３割、逆に「見聞きしたことはない」が41.4%と４割を超えた。「見た」人の内、「とても参考にした」（15.5％）、「少し参考にした」（52.7％）を合わせると68.2％で、約７割が参考にしたと答えている。

◎　支持政党の有無　　　　              （問6　31から33ページ参照）
“無党派層”が57.1％、前回比4ポイント増

・支持政党が「ある」人は41.0%、支持政党が「ない」いわゆる“無党派層”の人は57.1%である。平成８年以降の各選挙と比較すると、地方選挙では支持政党が「ある」人が少ない傾向にあり、平成１５年の統一地方選挙と比較しても、今回の衆院選が15.8ポイント増加している。

◎　投票した候補者の選定基準          （問7-2　43から46ページ参照）

「人物」より「政党」重視

・投票した人に、選定基準として「人物」と「政党」とでは、どちらを重視するか聞いたところ、「政党」が44.3％、「人物」が38.4％と「政党」重視が5.9ポイント上回っている。

◎　選挙の際に期待した政策            （問7-4　52から55ページ参照）
１に「景気」、２に「年金」

・「景気対策」が61.4%で最も高く、「年金問題」が44.9%と続いている。前回（平成１２年衆院選）同様、景気の回復が最も期待されていたことが分かる。

●　選挙への関心度                      （問2　20から22ページ参照）

「関心があった人」は７割を超える

・「関心があった」人の合計は72.9%で、前回の72.8％とほぼ同じ傾向にある。「関心がなかった」人の合計は19.0%で２割弱である。今回を含めた過去計５回の衆院選を比較すると、最も低いのは平成８年で、「関心があった人」の合計が６割を切り、このときは投票率も低くなっている。

●　投票の動機                        （問7-1　38から42ページ参照）

「投票の大切さ」「国民の義務」ともに５割を上回る
・「投票することが大切だと思った」と「国民の義務である」の２項目が、ともに50%を超えている。前回と比較すると、それぞれ21.3ポイント、13.7ポイントと大きく増加している。

●　投票した候補者の選定理由          （問7-3　47から51ページ参照）
「候補者の政策や主張に賛成だから」がトップ

・「候補者の政策や主張に賛成だから」が40.2%で最も高い。前回よりも比較的大きく増加したものは、「自分の支持する政党の推薦する人だから」の26.5％で、5.5ポイントの増となっている。

●　棄権理由                             （問7-5　56から60ページ参照）
「選挙で政治や暮らしが良くなるわけでない」が大きく増加

・「仕事や商売が忙しく、時間がなかったから」（31.5%）が最も高く、「適当な候補者がいなかったから」（30.2%）が僅差で続く。前回と比較し大きく増加したものは、「選挙によって政治や暮らしが良くなるわけではないから」（24.6％）の16.3ポイントの増である

●　候補者の選定に役立った媒体           （問8②　66から67ページ参照）
「テレビの政見放送、経歴放送」が３割を超える

・「テレビの政見放送、経歴放送」が31.5%と最も高く、「テレビ・ラジオの選挙報道」、「選挙公報」が20%台で続く。一方「選挙運動用自動車」（2.0％）や、「電話による投票依頼」（0.8％）などは、以外と低い結果となった。

●　啓発媒体との接触状況                （問13　78から80ページ参照）
「テレビのスポットＣＭ」が突出

・「テレビのスポットＣＭ」が75.9%と突出し、「新聞広告（日刊紙）」が49.6%で続く。一方、「見たり聞いたりしたものはない」が5.9％で、「わからない」が0.8％と、ほとんどの人が何らかの媒体に接触していたことが分かる。

	問合せ先　選挙管理委員会事務局選挙課

電話　内線　55-111　米（よね）
内線　55-136　三浦


平成１５年執行　衆議院議員選挙世論調査の実施概要
１　調査の目的
　　　平成１５年１１月９日執行の衆議院議員選挙において、都内の有権者が示した選挙に対する意識、投票行動、候補者の選定、選挙運動や啓発媒体との接触状況等に関する意識や関心などを調査し、今後の選挙事務の管理執行や選挙啓発の参考資料とする。
２
調査の項目
（１）選挙に対する意識
（２）支持政党の有無
（３）投票行動及び候補者の選定
（４）選挙運動の情報媒体との接触と効果
（５）選挙公営と選挙啓発
（６）選挙運動用パンフレット等の活用状況
３　調査の設計
（１）標本抽出方法　　
選挙人名簿から層化二段無作為抽出法により東京都全域（島部を          除く）に居住する満２０歳以上の男女個人を抽出
　（２）調査方法　　　　 調査員による個別面接聴取法
　（３）調査期間　　　　 平成１６年１月６日（火）から１月２６日（月）
　（４）調査実施機関　　 株式会社　サーベイリサーチセンター
４　調査の対象数　　　　　１，６００人    【前回衆院選　　１，６００人】
５　回収結果
　（１）回  収  数（回  収  率）　９６９人（60.６％） 【前回56.7%】
　（２）回収不能数（回収不能率）  ６３１人（39.4％）  【前回43.3%】

【参　　考】
	
	今 回 衆 院 選
	前 回 衆 院 選

	①　公示日
	平成１５年１０月２８日
	平成１２年６月１３日

	②　選挙期日
	平成１５年１１月　９日
	平成１２年６月２５日

	③　候補者数
	９３人
	１１７人

	④　当日有権者数
	１０，０７４，３５２人
	９，７４８，４１９人

	⑤　投票者数
	５，８７８，１１１人
	５，８９４，１９４人

	⑥　投票率(⑤/④)
	５８．３５％
	６０．４６％
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